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高めている。貿易面をみると、日中の貿易総額は、2007 年には 2,367 億ドルと、日米の貿
易総額（2,142 億ドル）を上回り、日本にとって中国が第１位の貿易相手国となった（図
２～３参照） 。 
2008 年の貿易総額は前年比 12.5％増の 2,664 億ドル（輸出入別にみると、日本の対中
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接投資額は、日本の財務省統計で、2005 年が 7,262 億円、2006 年が 7,172 億円、2007
年が 7,305 億円と３年連続で 7,000 億円を超えた。2008 年は 8.3％減の 6,700 億円と減少


















































































しかし、 賃金などのコスト上昇により、 生産拠点としての NIES の優位性が低下したため、




























































































金額 シェア 金額 シェア 金額 シェア 伸び率
製造業（計） 5,670 79.1 4,926 67.4 5,017 74.9 1.8
電気機械器具 1,487 20.7 940 12.9 1,085 16.2 15.4
輸送機械器具 1,330 18.5 889 12.2 1,019 15.2 14.6
一般機械器具 594 8.3 667 9.1 741 11.1 11.1
鉄・非鉄・金属 309 4.3 601 8.2 589 8.8 △ 2.0
木材・パルプ 41 0.6 552 7.6 105 1.6 △ 81.0
非製造業（計） 1,502 20.9 2,378 32.6 1,683 25.1 △ 29.2
金融・保険業 275 3.8 1,098 15.0 80 1.2 △ 92.7
卸売・小売業 734 10.2 642 8.8 794 11.9 23.7
不動産業 38 0.5 202 2.8 319 4.8 57.9
サービス業 115 1.6 184 2.5 137 2.0 △ 25.5















投資シフトが鮮明になりつつある。特に、金融・保険業が 4.0 倍の 1,098 億円、不動業産
が 5.3 倍の 202 億円、サービス業が 60.0％増の 184 億円と顕著に増加している。 
 
  2008 年は製造業向けが前年比 1.8％増の 5,017 億ドルと微増にとどまる一方、非製造業
向けは 29.2％減の 1,683 億ドルと減少に転じた。この要因としては、2007 年に邦銀の現
地法人設立が相次いだことへの反動で、金融・保険業向け投資が落ち込んだことが挙げら







































商務部によると、 2007 年の対内直接投資は （銀行・証券・保険を除く） 、 契約件数が 8.7％
減の 3 万 7,871 件、 実行金額が 13.6％増の 747 億 6,778 万ドルとなり、 金額ベースで過去
最高を更新した（表２参照） 。なお、銀行・証券・保険を含めたベースでは、契約件数が前
年比 8.7％減の 3 万 7,888 件、実行金額が 13.8％増の 826 億 5,800 万ドルとなった。 
 
 
国・地域別にみると、第 1 位は香港で前年比 30.0％増の 277 億 342 万ドル、第 2 位は
英領バージン諸島で 41.7％増の 165 億 5,244 万ドルとなった。日本は 24.6％減の 35 億
8,922 万ドルと 06 年に引き続き減少し、 第 4 位に下がった。 韓国も 7.9％減の 36 億 7,831
万ドルと 3 年連続の減少となったが、減少率は日本より小さく第 3 位に順位を上げた。第




















2005年 44,001 0.8 1,891 23.2 603 △ 0.5
2006年 41,473 △ 5.7 n.a. n.a. 658 9.1




2006年 2007年 伸び率 シェア 2006年 2007年 伸び率 シェア
1 香港 15,496 16,208 4.6 42.8 21,307 27,703 30.0 37.1
2 英領バージン諸島 2,605 1,883 △ 27.7 5.0 11,677 16,552 41.7 22.1
3 韓国 4,262 3,452 △ 19.0 9.1 3,993 3,678 △ 7.9 4.9
4 日本 2,590 1,974 △ 23.8 5.2 4,759 3,589 △ 24.6 4.8
5 シンガポール 1,189 1,059 △ 10.9 2.8 2,463 3,185 29.3 4.3
6 米国 3,205 2,627 △ 18.0 6.9 3,000 2,616 △ 12.8 3.5
7 ケイマン諸島 414 342 △ 17.4 0.9 2,132 2,571 20.6 3.4
8 サモア 806 765 △ 5.1 2.0 1,620 2,170 34.0 2.9
9 台湾 3,752 3,299 △ 12.1 8.7 2,230 1,774 △ 20.4 2.4
10 モーリシャス 576 243 △ 13.5 0.6 1,106 1,333 20.5 1.8
（参考） EU 2,619 2,384 △ 9.0 6.3 5,439 3,838 △ 29.4 5.1






順位 国・地域名 契約件数 実行金額 
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業種別では製造業向けが 4.6％減の 408 億 6,482 万ドルと落ち込んだのに対して、非製
造業向けは 47.5％増の 339 億 307 万ドルへと大幅に拡大している。特に、不動産業は 2.1










サモア（34.0％増） 、モーリシャス（20.5％増）が対中投資上位 10 ヵ国・地域にランクイ
ンし、この 4 ヵ国・地域で全体の 30.3％を占めた。 
  これらタックス・ヘイブンからの投資は、ほとんどが第三国・地域からの迂回投資とみ
られる。これまでの統計では、実際にどの国・地域からの対中投資が行われているのかを
把握することは困難だったが、 商務部が 2007 年に公表した 「中国外商投資報告 2007」 で、
タックス・ヘイブンを経由した対中投資の実際の資金源が初めて明らかになった。それに
よると、英領バージン諸島、ケイマン諸島、サモア、モーリシャスの 4 地域からの対中投
資の資金源を国・地域別にみると、2006 年は香港が 56.0％、次いで台湾が 24.7％となっ











製造業 37,467 43,017 42,453 42,834 40,865 54.7 △ 4.6
非製造業 16,037 17,612 17,871 22,987 33,903 45.3 47.5
　　不動産業 5,236 5,950 5,418 8,245 17,089 22.9 107.3
　　リース・ビジネスサービス業 1,720 2,824 3,745 4,241 4,019 5.4 △ 5.2
　　卸売・小売業 1,116 740 1,039 1,789 2,677 3.6 49.6
　　運輸・郵便業 867 1,273 1,812 1,985 2,007 2.7 1.1
　　その他 7,098 6,825 5,857 6,727 8,112 10.8 20.6
合計 53,505 60,630 60,325 65,821 74,768 100.0 13.6
（出所）「中国商務年鑑」各年版、国家統計局「China Monthly Statistics」各月版よりジェトロ作成。






















  こうした傾向は日本以外の国・地域でも同様で、韓国が 7.9％減の 36 億 7,831 万ドル、
米国が 12.8％減の 26 億 1,623 万ドル、台湾が 20.4％減の 17 億 7,437 万ドル、EU（15
ヵ国）が 29.4％減の 38 億 3,838 万ドルと、軒並み前年を割っている。総体的にみて、製
造業の対中投資は一巡しており、頭打ち傾向が鮮明になりつつある。ちなみに韓国は 3 年


















2008 年に入っても対内直接投資は増加基調で推移しており、商務部が公表した 08 年の
対内直接投資統計（銀行・証券・保険分野を含まず）によると、契約件数は前年比 27.4％
減の 2 万 7,514 件と大幅に減少したものの、実行ベースの投資額は 23.6％増加の 923 億















2006年 41,473 △ 5.7 658 9.1
2007年 37,871 △ 8.7 748 13.6
2008年 27,514 △ 27.4 924 23.6  
（出所）商務部「中国投資指南」ウェブサイトよりジェトロ作成。 
 
国・地域別にみると、第 1 位は前年と同じく香港で、前年比 48.1％増の 410 億 3,640
万ドル、シェアは 44.4％と前年から 7.3 ポイント高まった。第 2 位は英領バージン諸島で
同 3.6％減の 159 億 5,384 万ドル、第 3 位はシンガポールで同 39.3％増の 44 億 3,529 万
ドルとなり、07 年から２つ順位を上げた。 
06 年、07 年と前年割れだった日本は、同 1.8％増の 36 億 5,235 万ドルと、前年の水準
を維持した。シンガポールの伸びが高かったこともあり、順位は前年同様の第 4 位であっ
た。第 5 位はケイマン諸島で、同 22.3％増の 31 億 4,497 万ドルとなり、韓国、米国を上
回った（表６参照） 。 
 
（表６）中国の国・地域別対内直接投資（2008 年）    （単位：件、％、100 万ドル） 
2007年 2008年 伸び率 シェア 2007年 2008年 伸び率 シェア
1香 港 16,208 12,857 △ 20.7 46.7 27,703 41,036 48.1 44.4
2英 領 バ ー ジ ン 諸 島 1,883 975 △ 48.2 3.5 16,552 15,954 △ 3.6 17.3
3シ ン ガ ポ ー ル 1,059 757 △ 28.5 2.8 3,185 4,435 39.3 4.8
4日 本 1,974 1,438 △ 27.2 5.2 3,589 3,652 1.8 4.0
5ケ イ マ ン 諸 島 342 216 △ 36.8 0.8 2,571 3,145 22.3 3.4
6韓 国 3,452 2,226 △ 35.5 8.1 3,678 3,135 △ 14.8 3.4
7米 国 2,627 1,772 △ 32.6 6.4 2,616 2,944 12.5 3.2
8サ モ ア 765 346 △ 54.8 1.3 2,170 2,550 17.5 2.8
9台 湾 3,299 2,360 △ 28.5 8.6 1,774 1,899 7.0 2.1
10 モーリシャス 243 133 △ 45.3 0.5 1,333 1,494 12.1 1.6
（参考） EU 2,384 1,844 △ 22.7 6.7 3,838 4,995 30.1 5.4
全世界合計 37,871 27,514 △ 27.4 100.0 74,768 92,395 23.6 100.0
順位 国・地域名 契約件数 実行金額
 
（注１）順位は 2008 年の実行金額順。 











中心に、 税制面での優遇を享受するため香港経由で投資する動きが活発化したとみられる。  
 
2008 年に入って、対内直接投資は急増しており、通年の伸び率は前年比 23.6％増と、




が増加 （07 年中に駆け込みで認可を得た投資を 08 年に実行） 、 ④中西部地域への投資に対
する中国政府の奨励政策の効果、の 4 点を指摘している。 
 
（図７）中国の対内直接投資の推移 






















































ただし、2008 年 9 月の米大手投資銀行、リーマンブラザーズの経営破綻を契機とした
金融危機の拡大などを受けて、対内直接投資は 10 月以降減少に転じている。単月ベース
でみると、10 月は前年同月比 2.0％減の 67 億ドル、11 月は 36.5％減の 53 億ドル、12 月

















ブランドを使った商品の開発を行うのは初めての試みという。 投資額は約 20 億元 （約 300
億円） 。 
 
  オムロンは 2007 年 6 月 8 日、海外で初の研究開発拠点となる「オムロン上海 R＆D 協




分野に携わる研究者、学生との協創も加速する方針。総投資額は 970 万ドル。 
 






研究成果を生み出し、 事業展開の基盤強化を図る。 投資額は 1 億 2,000 万元 （約 18 億円） 。 
 
日本精工は 08 年 1 月、研究開発法人「恩斯克（中国）研究開発」を江蘇省昆山市に設
立。 「販売技術の強化」 「設計の現地化・スピードアップ」 「中国独特の市場ニーズに応える
研究・開発機能の強化」に取り組む。2010 年には中国の事業規模を 1,000 億円まで拡大す
る。 
 





  出光興産は 08 年 6 月 3 日、広州市に同社初となる機能性樹脂コンパウンド製造工場を
建設することを発表した。自社コンパウンド工場により、需要増が見込まれる華南地域や
東南アジアへの安定供給、 さらには高品質な製品の安定的供給と高付加価値化を推進する。  
 
  王子製紙は、日本紙パルプ商事、国際紙パルプ商事と共同で、王子製紙南通プロジェク






みに、2007 年の日本の対中投資は、金融・保険業が 4.0 倍の 1,098 億円と大きく増加し、
業種別では第 1 位となっている。 
 
  この背景にあるのが中国における制度変更である。2006 年 12 月 11 日に「中華人民共
和国外資銀行管理条例」と「同実施細則」が施行されたことを踏まえ、2007 年は邦銀によ
る 100％出資子会社の設立が相次いだ。みずほコーポレート銀行は 2007 年 6 月 1 日、同
行が全額出資にて設立した子会社「瑞穂実業銀行（中国）有限公司」の営業を開始した。 
 15
出資金は 40 億元（約 611 億円） 。また、三菱東京 UFJ 銀行も 2007 年 7 月 2 日、上海市
に設立した 100％出資子会社「三菱東京日聯銀行（中国）有限公司」の営業を開始した。 
 













他中国の主要都市に業務を拡大する計画であり、資本金は 5 億元（約 73 億 5,000 万円） 。  
 




















  丸紅とアサヒビールは 2008 年 1 月、江蘇省最大のビール会社「大富豪啤酒」を傘下に
持つ富豪酒業と共同で、江蘇省南通市にワインの製造・販売会社「江蘇聖果葡萄酒業」を 
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おり、技術の提供や研究・開発を担当する。総事業費は約 10 億円。 
 
東レは 08 年 11 月 25 日、 中国藍星(集団)股有限公司と、 北京市に水処理事業の合弁会社 ・
藍星東麗膜科技有限公司(仮称、TBMC 社)を 2009 年 5 月に設立することで合意した。同
公司は水処理膜製品の製造・販売および輸出入を行う。TBMC 社は約 5 億元で逆浸透膜の




















項目  当初額 
（2008 年 11 月） 
全人代 




2800 億元  4000 億元  10.00% 
② 農村のインフラ整備を加速  3700 億元  3700 億元  9.25% 
③ 鉄道・道路・空港・電力等の 
インフラ整備の加速 
1 兆 8000 億元 1 兆 5000 億元  37.5% 
④ 医療衛生・文化教育事業の 
発展の加速 
400 億元  1500 億元  3.75% 
⑤ 生態環境整備の強化  3500 億元  2100 億元  5.25% 
⑥ 自主的なイノベーションと 
構造調整の加速 
1600 億元  3700 億元  9.25% 
⑦ 地震被災地域の災害復興のための 
各種施策の加速 


































現在、前年比 4.1％増の 28 万 6,232 社に達している（表８参照） 。 
 






2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
企業登記数 202,306 208,056 226,373 242,284 260,000 274,863 286,232
　香港 92,616 90,046 93,081 95,778 99,919 104,784 110,642
　台湾 25,017 25,613 26,938 27,386 27,947 28,276 28,160
　米国 18,821 19,389 21,193 22,445 23,649 24,419 24,329
　日本 15,164 16,236 18,136 19,779 21,586 22,650 23,035













































については、商務部の薄熙来部長（当時）が 2005 年４月 22 日、ウェッブサイト上で公開
した日中の経済関係に関するコメントが参考になろう。 
 
薄部長は、日系企業が中国で直接・間接に雇用している労働者数は 920 万人、2004 年





































  中国政府は一貫して対中貿易 ・ 投資に有利で良好な環境を建設することに
努力している。 中国は日本企業を含め中国に進出している外国企業の合法的




























































あった。確かに、中国側の統計で見れば、日本の対中投資は 2006 年が 29.6％減の 46 億
ドル、2007 年が 24.6％減の 36 億ドルと２年連続の減少となっている。 
 



































24.6％減、金額も日本側の 7,305 億円（約 73 億ドル）に対して、中国側は 36 億ドルと約
２倍の開きがある。なぜこんなに数値が違うのか。その理由は日中で投資統計の集計方法
が異なることにある。そもそも、中国側の統計には金融分野が含まれていない。日本の金


























ちなみに、国家外貨管理局が 2008 年６月５日に公表した「2007 年中国国際収支報告」
では、国際収支ベースでの国・地域別対内直接投資額が初めて公表された（表１０参照） 。
それによると、国・地域別では、①香港（790 億ドル） 、②米国（97 億ドル） 、③台湾（69










































































































地点に位置している。南昌市から上海までが約 720km、深圳までが約 1,050km と、高速




































中国政府より 2,000 億元が配分される。2,000 億元の各地域別配分方針について財政部は














































































































2001 年の WTO 加盟を背景とした日本の第３次対中直接投資ブームは 2005 年で終わり
を迎えたといえる。日本の対中直接投資の伸び率は 2006 年が前年比 27.1％減、2007 年が















例えば、ジェトロが 2008 年 11 月～12 月に行った「日本企業の海外事業展開に関する

















中国 49.7 24.8 12.6 1.3 10.9 4.5 8.8 3.9 8.6
台湾 10.3 1.9 0.9 n.a. 1.1 0.4 0.9 0.6 1.1
韓国 10.9 2.1 1.9 n.a. 1.9 1.5 0.9 0.4 0.9
タイ 18.8 9.2 5.6 n.a. 4.7 1.7 3.9 1.5 2.1
ベトナム 12.0 7.1 3.2 n.a. 1.5 0.6 1.1 0.2 1.3
インド 19.3 3.9 2.4 n.a. 1.9 0.9 1.3 1.1 1.5
米国 20.3 3.9 4.3 0.6 5.1 2.8 3.4 3.2 3.0
ブラジル 7.5 1.1 0.9 n.a. 0.9 0.6 0.6 0.6 0.2
西欧 17.8 1.7 4.1 0.9 4.1 2.1 2.6 3.4 3.6
ロシア・CIS 12.8 0.9 0.9 n.a. 0.4 0.4 0.4 0.2 1.3
地域統括















年 3 月 
 
また、 個人所得の増加に伴い、 中国の市場規模は急速に拡大している。 総世帯数の約 10％
を占めると推測される都市部における高所得購買層の 2007 年の世帯平均月収は約 8,600
































  中国側統計で、2006～07 年に 2 年連続で前年割れとなった日本の対中投資は、2008 年
は 1.8％増の 37 億ドルとほぼ前年並みにとどまった。総体的にみて、製造業の対中投資は







































年が 1,530 万ドル、2005 年が 1,717 万ドル、2006 年が 3,949 万ドル、2007 年が 3,903
万ドルと増加傾向にある。 
 






























（図 10）販売・影響面での問題点      （ 図 11）生産面での問題点 
（出所）ジェトロ「在アジア日系製造業の経営実態－中国・香港・台湾・韓国編（2005
年度調査） 」2006 年 3 月 
 
日本企業は、ビジネス上の問題点として、販売・営業面では取引先からの値下げ要求、
競争相手の台頭、新規顧客の開拓を挙げる企業の割合が高い（図 10 参照） 。他方、生産面
では品質管理の難しさ、有能技術者の確保が困難、調達コストの上昇を指摘する企業の割
合が高い（図 11 参照） 。 
 
（図 12）財務・金融・為替面での問題点    （図 13）貿易制度面での問題点 
（出所）ジェトロ「在アジア日系製造業の経営実態－中国・香港・台湾・韓国編（2005





























































































民元）と円およびドルの為替レートの変動を指摘する企業の割合が高い（図 12 参照） 。貿
易制度面では通関手続きが煩雑、通関手続きに時間を要する、など通関業務に関連した問
題を挙げる企業が多い（図 13 参照） 。 
 
（図 14）米国企業の事業運営上の問題点 
（出所） The American Chamber of Commerce People’s Republic of China 『White Paper 
2006』 May  2006 
 
（図 15）欧州企業の事業運営上の問題点 
（出所）The European Union Chamber of Commerce in China  『Position Paper 
2006/2007』 September  2006  
 
米国企業は事業運営上の問題点として、①不透明な法制度、  ②官僚主義、③透明性の欠


























































































非常に大きな問題 大きな問題 問題となることもある どちらでもない 問題ではない 
 35






















このような視点からのアジア地域における進出候補先としては、 ①従来の ASEAN４ （タ
イ、マレーシア、インドネシア、フィリピン）に加えて、②低コストの労働力や中国市場
へのアクセス良さからポスト中国の生産拠点として注目されるベトナム、③高い成長性や










ロは 2008 年 9～10 月、ASEAN・南西アジア・オセアニアの計 13 ヵ国に進出している日
系製造業企業 5,031 社を対象に、アンケート調査を実施した（有効回答数 1,852 社、有効
回答率 36.8％） 。 
 
それによると、中長期的（５～10 年程度）において、有効回答数の上位 12 業種で事業・ 
 36
製品の生産拠点として最適地と評価された国・地域は、タイが最も多く 266 社、これにベ
トナム（130 社） 、インド（102 社） 、インドネシア（93 社） 、マレーシア（54 社） 、中国
（49 社）が続く。また、有望な市場として評価された国・地域はインドが 337 社と最も
多く、以下、中国（242 社） 、タイ（239 社） 、ベトナム（222 社）などとなっている。 
 
総じて言えば、タイ、ベトナム、インドの評価が高いが、政治・社会が比較的安定して
いたタイでも、2006 年９月に軍事クーデター、2008 年 11 月には反政府市民団体「民主
市民連合（PAD） 」によるバンコク・スワンナプーム国際空港の封鎖が発生した。また、












好調だったが、 下半期に入って売上の伸びが減速しており、 2009 年については悲観的な見
方が少なくなく、不透明感が増している。 
 

































務省統計によると、2007 年の日本の対外直接投資は前年比 48.1％増の８兆 6,607 億円と
初めて８兆円を超え、90 年以来、17 年ぶりに過去最高を更新。2008 年は 52.8％増の 13



























○  河北省にある曹妃甸 （ソ
ウヒデン）を見学した

























蒸気機関車、 鉄道、 高炉製鉄は唐山で最初に製造されたと言われている。 （ちなみに、


































積は 310 平方キロメートルである。 （なお、これは、シンガポールや東京 23 区の約
半分の面積に相当する。 ） 
・ 曹妃甸計画は、天津滨海新区（深圳、上海浦東新区に次ぐ第 3 の改革開放最前線基
地とも言われる） にも並ぶ、 極めて重要な環渤海湾開発関連のプロジェクトであり、
すでに 25 万トンの鉄鋼バースも完成し、また、首都鋼鉄と唐山鋼鉄の合弁企業や
香港華潤との合弁の火力発電所に係る建設も進められている。 今後は、 原油、 LNG、
石炭、 コンテナ等の埠頭を順次構築し、 最終的には 100 埠頭を完成させるとともに、
原油備蓄、原油精製、石油化学工業のための大規模な基地や、造船、船舶修理の基
地も完成させる。他方、唐山市は、このような大規模重化学工業基地の造成にあわ









については、 総投資額はとりあえず 2000 億人民元 （約 2.9 兆円） を予定しており、
2030 年までに 310 平方キロメートルの埋め立てが完了したのちも、ニーズがあれ
ば 500 平方キロメートル、1000 平方キロメートルと埋め立てを拡大する計画もあ
る。 （これはシンガポールや、東京 23 区の面積をはるかに超える。 ）なお、唐山市
内に別に設置されているハイテク産業園区（計画面積 29 平方キロメートル）には
日本工業園も設置され、外資系企業 64 社のうち、22 社が日系企業である。 
○  広大な中国各地を訪問して驚くことの 1 つは、曹妃甸工業区を一例として、工業、
ソフトウエア、研究開発等に係る大型開発区の造成が各地で計画・実施されている
ことである。 中国政府の 2007 年 9 月の報告によれば、 2003 年以降中国政府は開発区
















日本側が約 430 万と述べたのに対し、中国側は 4200 万を超えているとして、約 10
倍の数字を述べていたことが印象に残っている。このような企業数の違いや、日本





























○  労働関係法の中でも大きな争点となった「労働契約法」については、2008 年 1 月 1









○  また、 労働者保護の観点からは、 「労働契約法」 のほかにも、 「労働紛争調停仲裁法」
（2008 年 5 月 1 日施行） 、 及び、 「従業員年次有給休暇条例」 （2008 年 1 月 1 日施行） ・
「従業員年次有給休暇条例実施弁法」 （2008 年 9 月 18 日施行）が注目を集めてい
る。前者は、労働紛争における一部挙証責任の使用者への転換、労働仲裁申立て時
効の 60 日から 1 年への変更、紛争処理の短期化、そして労働仲裁費用の国による
負担を規定している。後者は、従業員の勤続年数に応じた有給休暇日数を定めたも
のであるが、 使用者の業務上の都合により従業員の有給休暇を手配できないときは、
従業員の同意を得て賃金の 3 倍を支払わなければならない旨規定している。 
























続年数 8 年以上の労働者 5100 人に自主退職を募り、勤務年数などに応じて保証金
を支払った後、再雇用に応じたり、また、米国の大手小売ウォールマートグローバ











の試用期間である 6 ヶ月以内に労働契約の解除を行う、又は、1 回目の契約期間全











































・  大学の新増設により、毎年卒業生が増加してきたこと（2008 年時点で、約 560 万人前
後の卒業生数と言われ、しかも、毎年 50～60 万人ずつ増加してきている。ちなみに、
日本は 2008 年 3 月時点で 4 年生大学の卒業生数は約 56 万人と言われている。 ） 











の大卒 1 名を北京での日系企業合同就職説明会で募集したところ、直ちに、約 100 名
の応募があり、うち半分は大学院卒であったということである。 （ただし、中国人の
場合、地域、職種にもよるものの、沿岸部大都市では就職しても 2～3 年で転職する
ことも多い。 ）  
46 
 
○ 中国では毎年新規の労働人口が全体で約 1000 万人以上は確実に増えると言われる。ま











2009 年は 19.7％に激減していると某米国メディアは報じていた。 ） 
企業負担の軽減 
（人力資源社会保障部）  
・  最低賃金引き上げの一部凍結 
・  社会保険料の納付猶予（最大 6 ヶ月） 、人員削減を実施しない企業に対






















以上の積極的、 先進的なアクションを中国で採っていくことも、 必要になってきている。  











師範大学、 黒龍江大学等を始めとして 61 校あり （これは三省内全大学数の 26％にあ


































































































○  これにつき、総工会幹部と意見交換をしたところ以下の説明があった。 
・ 日本の労働組合と異なり、組織率はこの数年上昇している。2007 年末現在、総組
合員数は 1 億 9300 万人、組織率は 73.6%であり、胡錦涛主席、温家宝総理も組合
員であり、組合費も納めてもらっている。組合費は賃金総額の 2%であり、うち、
















  北京市  上海市  広州市  深圳市  大連市 
2003 年  465  600  510  600  320 
2004 年  545  635  510  610  450 
2005 年  580  690  684  690  500 
2006 年  640  750  780  810  650 
2007 年  730  840  780  850  700 
2008 年  800  960  860  1000  700 



































































（注1） 「中国における知的財産侵害実態調査」調査結果  
＜実施機関＞  経済産業省 
＜調査対象＞  212 社に対し実施、139 社（66%）から回答 
＜調査対象期間＞  2006 年 
＜調査結果＞ 
(1)行政手続き：救済措置として最も多く利用されている（利用件数は対前年比 14%増）




















・  第三に、コンテンツ対策がある。 「クレヨンしんちゃん」 、 「ドラえもん」といった
日本製コンテンツが各種商品・サービスに無断で商標登録されるという事例も多
いが、このような状況を防止する必要がある。 













































































（1）都道府県名・政令指定都市名（2007 年 12 月時点、45 の商品区分で調査） 
z  47 都道府県名のうち 36 の名称で、また、政令指定都市では、5 つの名称の商
標権登録が確認されている。 
z  都道府県名で一番多いのは、 「京都」の 93 件で、次に「千葉」78 件、 「富山」
73 件、 「愛知」29 件、 「秋田」29 件、 「山口」25 件である。 
z  中国人の出願傾向を類推すると、都道府県名、政令都市名で中国の漢字（簡
体字を含む）としても使用されている字を含む名称が大多数である。逆に、
中国の漢字にない、あまり使用しない漢字の地名（例えば「茨城」 、 「栃木」 、
「札幌」 、 「堺」など）は出願がない。 
z  また、 「京都」など有名な地名のほか、中国人が見たときに好ましい概念を想
像させると思われる地名、例えば、 「富山」 、 「福島」 、 「愛知」 、 「福井」などの
出願も目立っている。 










（2）地域団体商標（2008 年 3 月時点） 
z  九谷焼 
z  美濃焼 
z  松坂牛 
z  松坂肉 
z  鳴門金時 
























○  中国の独占禁止法については、2008 年 8 月 1 日から施行されており、その要点とし
ては下記のとおりである。 
（1）  対象となる「独占的行為」 
①独占的協定（カルテル）の締結、②市場支配的地位の濫用、③競争を排除、
制限しうる効果を有する企業集中 





（3）  行政独占の禁止の明記 
行政権力の濫用（行政独占）による競争の排除・制限に詳細な規定を設けてい
る。 
（4）  中国版「公正取引委員会」に係る二重の構造 






・発展改革委員会    －価格カルテル等 
・国家工商行政管理総局  －非価格カルテル、市場支配的地位の濫用、 
及び行政権力の濫用による競争制限 

















































































































・  中国全体の電力不足については、2004 年に 3500 万 kW となった電力不足は 2007 年
には 1000 万 kW 以下となり、全体として緩和傾向にあった。なお、1000 万 kW のう
ち広東省のみで 500 万 kW 程度不足したとも言われるが、広東省は省内の設備容量
が不足しており、また、依存する他省の電源には水力も多く、渇水期には電力が不
足しがちであるということも要因としてある。ところが、2008 年 1 月には中国南
方の雪害により、中国全体で 4000 万 kW 規模の電力不足が発生し、2008 年夏季も
電力不足は 3600 万 kW となった。 





・  すなわち、2008 年に入ってからは、石炭価格が上昇する中、小売電気料金は低く
抑えられていたことにより、華能、大唐以下５大発電会社は、2008 年第一四半期






























































例えば、 2006 年の中国の発電設備容量は、 最大電力需要の 1.6 倍程度であったが、










    ※2008 年は、発電会社の経営悪化で発電投資が減少している。 




































z  中消協は、1984 年に国務院の批准により設立された社会団体であり、1994 年に施








提供  ②商品・サービスに対する監督・検査  ③関連行政部門への意見の報告・提
言の提出  ④消費者の訴訟の受理・訴訟事項に対する調査・仲裁  ⑤商品・サービ
スに係るクレーム事案についての評価部門への申請及び結論受理  ⑥損害を受け
た消費者の訴訟の支援  ⑦損害行為に係るマスメディア等を通じての公開及び批
判等 7 つの職能を有する 










消費者の満足度に係るアンケート調査を毎年行い、 中国政府に結果を報告している。   
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z  特に、日系企業が製造した製品に関しては、家電類（テレビ、冷蔵庫等） 、デジタ
ル関連製品（デジカメ、携帯電話等） 、日用の小家電製品（ひげそり等） 、自動車関































































（注．ＩＥＡの「世界エネルギー見通し」 （2008 年 11 月）では、2030 年に世界のエネル

































































2020 年時点での風力発電を現行目標の 5 倍程度に引き上げること等を含む新たな振興
計画の策定を進めており、 このための全体的なエネルギー関連法律体系の整備もさらに















































量とも中国では最大レベルのものである。 （2007 年 6 月には北京で開催。展示面積約
3 万㎡で、うち、外国企業の展示エリアは 40%を占めている。来場者数は約 5 万人） 
 





Ｏであり、主要業務としては、毎年の環境関連フォーラム（2007 年は 9 月に北京で開
催、テーマは、 「21 世紀における中国の発展」 ） 、展示会（2007 年はハルピン市との共
催で、 「環境友好型社会建設成果展示会」を開催。800 社以上が出展、2000 以上の環
境友好型製品を展示）の開催、ＮＧＯとの意見交換会（2007 年は 400 以上の環境ＮＧ
Ｏから 511 人が参加。結果は、政府に報告）や、環境保護部からの委託による環境権
益保護のためのコンサルティングやクレーム処理（07 年は 120 件のクレームのうち、
88 件の案件を処理し、訴訟で処理した案件は 29 件。 ）や大学等と共同での環境保護、
環境権益擁護のための研修や海外視察等を実施している。 
・  「中華環境保護基金会」は、国家級の環境関連ＮＧＯであり、社会各層から広範に資























































































・ 対外的な広報責任者、 スポークスマンを常に決めておくと共に、 問題発生の際には、
社内共通のプレスラインを直ちにつくり、関係者全員に徹底させておくこと。 



























ターを設置し、 2008 年 9 月からは期間 3 年の奢侈品研究に係る修士課程コース （社
会人大学院） をスタートさせるということであった。 同コースの主任教授に確認し
たところ、以下の説明があった。 
・  世界の奢侈品市場の規模は約 500 億ドルで、国・地域別には、第 1 位は日本（シ














う要因は、第 1 に自分の成功を誇示したいという自己顕示欲にあり、第 2 段階
になると、自分自身がブランド品の価値を認め、その価値を享受したいという
いわば個人の哲学の段階に入る。そして、全体としてみると、中国はまだ第 1
段階であり、 第 2 段階への移行には 20 年はかかる。 また、 中国人の習慣として、
買い物は理性的ではなく衝動的であり、したがって中国では、ダイヤを埋め込
んだ携帯電話等派手で目立つものでなければブランド品としては喜ばれない。
なお、中国で奢侈品を実際に使う人の割合を男女別にみると、男性 6 割、女性 4





































○  中国の国家財政（中央、地方合計）は、2006 年ベースで、財政収入が 3 兆 8760 億元
（前年比 22.5%増） 、財政支出が 4 兆 423 億元（前年比 19.1%増）であり、予算規模
は日本の約 7 割強となっている。恒常的に財政赤字ではあるものの、赤字幅は GDP
比 1.3%（日本 3.2%） 、国債発行残高は GDP 比 16.7%（同 104.5%）と比較的健全であ
る。このうち、財政収入は租税収入が約 9 割を占め、そのうち最も多いのは増値税
（日本の消費税に相当）で約 4 割のシェアであり、これに営業税（シェア 15%） 、企














/名目   
億元 億元 億元 ％ ％  ％
1994  5218 5793 -575 10.8 12.0  -1.2
1995  6242 6824 -582 10.3 11.2  -1.0
1996  7408 7938 -530 10.4 11.2  -0.7
1997  8651 9234 -582 11.0 11.7  -0.7
1998  9876 10798 -922 11.7 12.8  -1.1
1999  11444 13188 -1744 12.8 14.7  -1.9
2000  13395 15887 -2491 13.5 16.0  -2.5
2001  16386 18903 -2517 14.9 17.2  -2.3
2002  18904 22053 -3150 15.7 18.3  -2.6
2003  21715 24650 -2935 16.0 18.1  -2.4
2004  26396 28487 -2090 16.5 17.8  -2.0
2005  31649 33930 -2281 17.3 18.5  -1.6
2006  38760 40423 -2163 18.3 19.1  -1.3
2007  51304 49565 707 20.6 19.9  -0.8
2008  61317 62427 -202 20.4 20.8  -0.1
2009 年 
予算案 
66230 76235 -9500 20.4 23.5  -2.9
 




  総額  （中央）  （地方） 
財政収入  31,649  16,549  15,101 
財政支出  33,930  8,776  25,154 
財政収支  -2,281     
 
○ いずれにせよ、日本に比べて余裕をもった財政構造であるが、この点につき、財政
部シンクタンク幹部に今後の課題を確認したところ （2007 年秋） 、 以下の説明があっ
た。 
・ 中国の財政収入は、ここ数年 20%前後の伸びで推移してきており、2007 年は 30％
を越える増加となっている。このように、GDP 成長率を大きく上回って伸びている













・  さらに、国家財政の中央と地方の内訳は、もとは、3:7 と地方が多かったが、94 年
の税制改革に伴い、地方政府が徴収していた税分の一部を中央収入とする分税制























○  その後、2008 年春には、四川大地震からの復興のために 4000 億元がまず投入される
という報道があったが、これについて、当時、某政府幹部は、 「国からの支援とあわ




年までの期間をカバーする総投資額約 4 兆元（約 54 兆円 GDP 比で 15.5%）の大型の
景気刺激策を 2008 年 11 月 9 日に発表した。また、2008 年末までに中央政府による追
加投資 1000 億元を含む総額 4000 億元（約 5 兆 4000 億円）の投資を行うことも発表
した。ただ、景気刺激策のかなりの部分は、もともと「第 11 次 5 ヶ年規画」 （2006～
2010 年）で支出が予定されていたプロジェクトも多く含まれており、新たな追加投資
の部分は限定的ともみられている。 4 兆元のうち、 中央政府からの支出は 1.18 兆元 （約
















































輸入食品のうち中国製のシェアは約 13%と米国に続く規模を占めており、 また、 国内
で流通している冷凍食品の約 60%、さらに、和食素材向けの冷凍野菜にいたっては、
ほとんどが中国からの輸入といわれている。 ）現在、中国では戸籍制度とともに土地






















○  安全性を含めた対日輸出食品の課題につき、2007 年秋に日系各社から確認したとこ
ろ、主旨は以下であった。 
















（表１６）  農林水産物の主な輸入相手国（2007 年） 
単位：億円
19,653 (23.0) 12,068 (14.1) 6,522 (7.6) 5,238 (6.1) 4,379 (5.1)
17,205 (31.1) 6,945 (12.6) 4,802 (8.7) 3,387 (6.1) 3,103 (5.6)
1,797 (12.9) 1,787 (12.9) 1,358 (9.8) 1,194 (8.6) 1,175 (8.5)
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品目  鶏肉調製品  冷凍食品  ウナギ調製品  生鮮野菜 
















































る。 （ 「山東朝日緑源農業高新技術有限公司」 ） 
○ なお、中国の農作物についてみると、大豆は輸入依存度が約 6 割に達しているものの、
米、小麦、とうもろこし等については今のところ自給は可能とされている。このため、
短期的には食糧生産における問題はそれほど大きくはないともみられるが、 中長期的に
は ①耕地面積の実質的な減少  ②単位面積当たりの収穫量の減少  ③人口増加という
状況が続く中で、自給率をどう維持していくのかという大きな問題を抱えている。日本









○  高齢化問題に対する中国の関心は2000年頃から高まってきている。 国連の統計では、
人口に占める 65 歳以上の割合は、2005 年時点で、日本が 19.7% 、中国は 7.7%であ
るが、これが 2050 年になると、日本は 37.7% 、中国は 23.7%になると予想されてい
る。 （ただし、日本の場合は、65 歳以上の占める割合のうち、半分以上は 75 歳以上
になるという指摘もある。 ） 1982 年から 2000 年までの中国の平均経済成長率 8.4%の
うち、 1.3%から 2.3%は若年人口の寄与による人口ボーナスが大きいとも言われるが、
その若年人口も 2012 年から 15 年には減少し始める、と指摘する向きもある。一般
的には、2010 年代の中頃から労働人口が徐々に減少に転じて、2020 年代にはいわゆ
る高齢化社会に入り、 2030 年代には人口が減少に転じるものと理解されている。 （な
お、上海市についてみれば、2003 年の高齢化率はすでに 16.4%になっているとも指
摘されている。 ） 
（表１８） 2050 年の各国人口の年齢別比率予測（カッコ内は 2005 年） （単位％） 
  0～14 歳  15～64 歳  65 歳以上 
日本  11.3（13.9）  51.1（66.4）  37.7（19.7） 
中国  15.3（21.6）  61.0（70.7）  23.7（7.7） 
韓国  10.4（18.6）  54.5（71.9）  35.1（9.4） 
シンガポール  11.1（19.5）  56.0（72.0）  32.8（8.5） 






















外の農村等全世帯を総合的に考えると、 一人っ子の家庭は約 20%ぐらいであり、 した
がって、いわゆる少子化が今後本当にどれくらい問題となりうるのかが正確にはよ
くわからないと指摘する経済学者もいる。 これについては、 「60 歳で定年になったと






















○  中国メディアの日本関連の報道については、この 2～3 年間においても日
中の政治関係の中で、色々と変化がみられたが、中国の某ジャーナリスト
に意見を聞いたところ、以下の点を指摘していた。 
・ 中国メディアの報道については、1990 年頃まではあくまで 1 つのチャン
ネル、1 つの声ということであったが、2000 年以降は多数の市場メディ










































ンケートの結果では、 「最も好きな国」 はパキスタン （28%） 、 ロシア （15.1%） 、





























カナダ等多くの先進国が 10%であるのに比べて負担が大きいとしていた。 また、 ある
上海の大学に女子を入学させたケースでは、4 年間で基本的な費用のみでも、12 万
元（約 173 万円）の費用がかかると某中国紙に紹介されていた。 （内訳は、授業料 4
万元、家賃と書籍 1 万元、衣服 3 万元、その他の生活費 4 万元）なお、同じ大学に
おける 1993 年時の費用は 1500 元（約 2.2 万円）であったとされており、14 年間で
総費用は 8 倍に上昇した形となっている。もっとも、中国でも高収入者が増えてお
り、例えば、北京では、現在、約 114 人に 1 人が個人資産 1 千万元（約 1.4 億円）
以上を保有している旨の報道が先日なされていた。しかしながら、上海全体の一人
当たりの平均月収は約 2500 元（約 3.6 万円）とされており、北京でも、シニアの幹











のメディアもいろいろの特集を組み、 受験生に大きく配慮する。 （なお、 2009 年には、
他人になりすまし、その姓名、身分、入試成績を盗用することで、大学への入学、
卒業、そして、就職までをも行っていたという大がかりな不正事案が問題となって















○ なお、先日、日本の中高生が学校や自宅、塾で一日に勉強する時間は平均 8 時間、











「重点中学」 （中国の「中学」は普通、初級中学、高級中学の 6 年間）等へというこ
とで、特に競争が激烈といわれる北京市について言えば、北京大、清華大、北京師
















































返ってくる。確かに韓国の場合、輸出依存度が GDP の約 38％にのぼるなど、対外
依存度は高い。一方で、日本語学習者が最も多いのも韓国であり、約 91 万人（世




































胶州では「非正常な清算」を行った 119 社の企業のうち、103 社が韓国企業であっ







欲自体は日本ももっと見習う必要がある。 一方、 対中投資については、 韓国の場合、
中小企業の割合が極めて高い分、 中国国内の変化に機敏に対応した形になっており、
「入るのも早いが出るのも早い」 韓国企業の投資の特徴が示されている。 このよう















○  2007 年は、主要国からの対中直接投資が軒並み減少し、実行金額ベースでは、日
本は前年比 24.6％減、米国は同 12.8％減、EU（15 ヶ国）は同 29.4％減、そして、
台湾は同 20.4％減という状況であったが、このような中、シンガポールは、同
29.3％増の 31 億ドルに増加した。そして、9 月にはシンガポール及びその親会社
である政府系投資会社「テマセク」 （資産規模約 1300 億ドル）が中国東方航空への
24％出資を決定し、11 月 18 日にはシンガポールを訪問した温家宝総理がリー・シ




○  活発な展開をみせるシンガポールの対中投資傾向について、 中国シンガポール商会
幹部に確認したところ以下であった。 
・ 中国に進出したシンガポール企業は、約 16000 社であり、業種別では以下のとお
（表２２） 中国の国・地域別対内直接投資 
（表２１）中国からみたシンガポールとの貿易 






（1）  物流・運輸 
（2）  不動産 － これは、①政府系投資会社「テマセク」子会社等の政府関連、②
民営の大手ディベロッパー、③シンガポールに移住した中国人が設立した不
動産会社による中国への再投資、の 3 つのパターンがある。 
（3）  生活関連（アパレル・食品）－ ほとんどが民営企業である。 
（4）  電子・機械 ― 江蘇省、浙江省に多い。特に蘇州、無錫、南通に多い。 
（5）  専業サービス（弁護士、監査法人、コンサルティング、医療） － 北京、上
海、広州等大都市に集中している。 






る企業に投資すること、にある。 （航空、鉄鋼等）ちなみに、テマセクの CEO は
リー・シェンロン総理夫人であるホー・チンが務めている。 （注：テマセクは 2009
年 2 月に、同夫人の後任として、オーストラリア資源大手 BHP ビリトン前会長で























力面でも、対中投資額は、実行金額ベースで 2007 年は 29％、2008 年には 39％と























・ 同プロジェクトは、2006 年 1 月に商務部が定めた 13 項目の重点プロジェクトの 1






・ その設置に当たっては、 当然、 相手国政府との協力が不可欠であるが、 2006 年には、
8 ヵ所の合作区が認可を受け、うち、パキスタンの「ハイアール・ルーバー経済区」
とザンビアの「中国経済貿易合作区」については、除幕式典に胡錦涛国家主席が出
席している。 （注 1、注 2） 
（注 1）前者は、ハイアール（海爾）集団が現地ルーバーグループと進めるもので、
計画面積 1.03 ㎢、総投資額は 2 億 5000 万ドルであり、将来的にはブランド
家電産業群の形成を目標とするもの。そして、後者はアフリカ諸国に対する
協力の一環でもあり、 「中国有色鉱業集団」と「中色非州鉱業有限公司」が














ジェリア） ：アジア（ベトナム 2 ヵ所、韓国、インドネシア）となっている。 
・  特に、韓国については、全羅南道において、 「自由貿易区」的な形で進められること
を計画している。 従業員の 60%以内は中国人労働者を雇用することができるが、 当該
従業員は貿易区を越えて韓国域内で自由に労働することは禁じられるという形を考
えている。 （これにつき、別途、韓国関係者に尋ねたところ、全羅南道務安部に中韓
共同で総計 1200 万㎡の工業団地を開発する計画がある。 課題は中国人労働者の問題




・  ただ、本構想全体は、商務部により 2006 年 1 月に始められたものの、その進捗は必
ずしも順調ではなく、また、政府としての支援措置も必ずしも全容が固まっている
わけではない。このため、構想推進に向け、商務部内に「境外経済貿易合作区弁公
室」を 2007 年 4 月に設置し、とりあえず、今後 5 年間で 10 ヵ所ぐらいの合作区の
完成を目標としている。 
○ 約 13 億の人口を擁する中国は、経済発展のための必要性から、自由貿易協定（FTA） 、
対外直接投資、及び、対外援助という政策を適宜組み合わせながら、対外経済政策を
遂行してきている。自由貿易協定（FTA）については、2009 年 1 月の時点で、31 ヶ国・
地域と政府間交渉を実施又は合意している。対外直接投資については「第 10 次 5 ヵ
年規画」 （2001 年～2005 年）時に「走出去（海外進出）戦略」を打ち出し、 「第 11 次








○ 一方で、 企業の合併・買収を含めた個別の対外投資プロジェクトについては、 万向 （ワ





















つき」 の無償援助であるとも言われている。 そして、 2010 年には資源、 インフラの他、


























































○  琿春市は、 中国東北地区吉林省の中朝国境東端付近にある面積 5200 ㎢の地域であ
り、ロシアからも極めて近い、1992 年に国レベルの開発区、2000 年に輸出加工区
（中国国内 15 ヵ所のうち、東北地区は大連と琿春のみ） 、2001 年に中ロ自由貿易
区の許可を受け、三区一体としての辺境経済合作区が置かれている。市自体の人
口は 22 万人と少ないが、日本海まで約 30 ㎞の距離にあり、また、ロシア、北朝




































（表２３）  中国からみたロシア、北朝鮮との貿易 
（出所）Source of data: China Customs 








































































○  丹東市振興区に立地している大手日系電子機器メーカー （ 「丹東アルプス電子有限















○ な お 、 丹東市の南にある黄海に面した中国最北の不凍港を擁する東港市 （面積 2445






















































































① 鉱産物資源   －国内埋蔵量のシェアは石油３０％、天然ガス３４％、石炭４０％ 
② 観光資源     －観光客は、国内１６６１万人、海外３６万人（０６年） 














































































源、 花卉等生物資源、 タバコ、 観光であり、 特に、
水資源の開発については、景洪ダム発電所（タイ
との合弁） のように外資との協力にも積極的であ









（出所）Source of data: China Customs 
（単位：100 万ドル） （表２５）中国からみた大メコン圏（GMS）各国との貿易 



























































貿易総額は５億ドルとなり、 うち、 インドが３． ３億ドルである。 主要輸出品目は燐、
燐酸、燐肥、主要輸入品目は鉄鉱石、酸化アルミ、繊維製品である。 




















































































      友誼関（向かいは、ベトナム国境）





























































○  第一に、報道・文化関連番組である。ニュース報道と言えば、CCTV から夜 7 時に




















有益であった。なお、CCTV2 では、日本を含む 9 つの国家につき、その過去の歴
史や発展の軌跡を分析する「大国崛起」という番組を 2006 年に 12 回に分けて放
映し、大きな反響を呼んでいる。また、2007 年には、有名なキャスター白岩松が


















離婚や、 さらには、 汚職、 密輸等最近の社会問題を反映したものも多い。 中でも、
若い夫婦（夫と妻はそれぞれ農村、都会の出身）の北京生活における都市と農村
の壁やその離婚等を描いた「新結婚時代」 、最近の若者の心情、行動を描いた「奮
闘」 、金婚式を迎えた普通の夫婦の家庭生活における過去 50 年の中国社会の様々
な変動を折り込んだ「金婚」などは特に好評であったし、外国人にとっても中国
社会を知る上で参考になる。 



























うことになると思われる。そのような中、日本で 2003 年から 2004 年にかけて放
映されたテレビドラマ「白い巨塔」は、医療問題や医者の収賄が問題となった中
















うである。また、2008 年 8 月には、1930 年代の抗日戦争時の諜報員を扱った「夜
幕下的哈爾浜（夜のハルピン） 」が新たな演出で CCTV1 で放送され、若手の日本
人俳優も出演している。 
○  ところで、2009 年に中国で上映された日本関連の映画としては、まず、ロケ地と




















※  なお、本稿は、２００９年６月時点のものである。 